
１．一般会計

〈ハード事業〉

事　業　名 事業費

自治振興事業 2,000 集会所等新築改修補助金

社会福祉施設整備事業 10,994 総合福祉センター公共下水道接続事業 9,994

民間保育所施設整備補助金 1,000

病院事業会計繰出金 298,018 出資金 （企業債元金償還金）

水道事業会計繰出金 56,557

浄化槽設置費等補助金 4,050 浄化槽設置費補助金 （27基）

農業基盤整備事業 27,369 団体営ため池等整備事業（新田4期地区） 16,169

かんがい排水事業・市単耕地事業補助金 3,500

新) 農業集落排水施設整備事前調査事業（比奈知地区） 7,700

道路橋梁整備事業 167,210 交通安全施設整備事業 8,000

地域活力基盤創造交付金事業 38,020

　　檀青蓮寺線整備事業 11,010

　　夏見青蓮寺線整備事業 27,010

新田南古山線整備事業 26,010

一般市道整備事業 85,180

一般市道舗装事業 10,000

公共下水道事業繰出金 69,938

消防防災施設整備事業 307,357 消防庁舎総合整備事業 242,235

消防団緊急伝達システム整備事業 8,434

防災拠点施設総合整備事業 56,688

学校施設整備事業 774,510 小学校耐震改修事業 463,820

中学校耐震改修事業 304,247

幼稚園公共下水道接続事業 6,443

社会教育施設整備事業 7,280 新) 史跡等整備事業（赤目の峡谷整備事業） 7,280

事業名 事業費

ゆめづくり地域交付金 82,862

地方消費者行政活性化事
業

3,001

市民公益活動実践事業補
助金

3,000

ゆめづくり地域交付金 82,862
市内15地域（平成22年度から1地域増）に対してゆめづくり交付金を交
付し、住民主体のまちづくりを支援する

特別会計事業費　　1,427,089 （処理場建設工事　等）

内　　　　　容

主要事業一覧表

比奈知ダム建設事業割賦負担金分
 　　　（繰出基準に基づき１／３補助）

提案公募型補助事業を実施し、市民活動団体が企画・立案・実施する
事業を支援するとともに市民公益活動の推進を図る

内　　　　　容

〈ソフト事業〉

地方消費者行政の充実に向けた取組みに係る経費

市内15地域（平成22年度から1地域増）に対してゆめづくり交付金を交
付し、住民主体のまちづくりを支援する

（単位：千円）

（単位：千円）



地方消費者行政活性化
事業

3,001

市民公益活動実践事業補 3,000

収納強化対策費 1,737

国勢調査事務費 36,676

自立生活サポート事業委託 8,000

地域ささえあい事業
（地域福祉推進事業）

10,281

離職者等住宅手当緊急特
別措置事業

7,150

障害者自立支援費 864,027

放課後児童対策事業 34,873

児童手当給付費 97,047

子ども手当給付費 1,247,155

民間保育所措置費 733,567

病院群輪番制病院運営事
業補助金

54,684

コンポスト等購入補助金 2,000

農業研修センター管理費 4,358

企業立地推進事業 155,260

学生教育サポーター報償
費
（小学校教育振興費）

10,500

青少年センター費 29,200

ふるさと雇用再生特別基金
事業（11事業）

58,048

緊急雇用創出事業（12事
業）

136,451

２．特別会計

事業名 事業費

農業集落排水施設整備事
業

358,260

公共下水道整備事業、戸
別浄化槽施設整備事業

1,427,089
公共下水道整備事業（処理場建設工事　等）　1,398,664
戸別浄化槽施設整備事業（浄化槽設置工事　等）　28,425

雇用失業情勢が厳しい中、非正規労働者等の一時的な雇用機会を創
出する（一般業務補助　他）

内　　　　　容

赤目南部地区汚水処理施設工事　等

市内に立地した企業に対し条例に基づき企業立地奨励補助及び企業
立地緊急措置補助を行う

小学校で31人以上のクラス（65学級）に学生教育サポーターを配置し、
教育支援を行う

指定管理者制度による青少年センターの管理・運営に係る経費等

雇用失業情勢が厳しい中、地域の実情や創意工夫に基づき、地域求
職者等の雇用機会を創出する　（エコツーリズム推進事業　他）

民間保育所の運営に係る経費（箕曲・名張西・東部・西田原・昭和・富
貴の森）

伊賀地域救急輪番制による地域内３病院（伊賀市立上野市民病院、
岡波総合病院、名張市立病院）に対する補助金

コンポスト容器等の生ごみ処理機器の購入に補助し、ごみの堆肥化、
減量化等を推進する　（補助率１/２　上限１万円）

指定管理者制度による農業研修センターの管理・運営に係る経費

障害者自立支援法に基づく自立支援給付費及び地域生活支援事業
に係る経費等

放課後児童クラブを運営し、留守家庭児童の健全な育成に努めるとと
もに保護者の仕事と家庭の両立支援を図る（16ヶ所）

子ども手当創設に伴い平成22年2・3月分支給分のみ計上

子ども手当創設に伴う給付費（月額13,000円）　対象者：中学修了まで
の児童 （10ヶ月分　延べ95,935人）

平成22年国勢調査（第19回）実施のための事務経費

生活保護には至らないが生活に困窮している世帯に対し、自立支援を
講じる

1人暮らし世帯等への見守りや買い物支援などを行うことにより、地域
で安心して暮らせるための体制づくりを行う

就労意欲のある離職者のうち、住宅を喪失している方に対して、最長
6ヶ月間の住宅手当の支給及び就労支援を行う

地方消費者行政の充実に向けた取組みに係る経費

提案公募型補助事業を実施し、市民活動団体が企画・立案・実施する
事業を支援するとともに市民公益活動の推進を図る

市税等の滞納者に対する電話催告や債権回収等に係る経費

（単位：千円）



国民健康保険・保健事業 89,739

介護保険・地域支援事業 173,880

特定健康診査等事業、保健衛生普及事業、出産費資金貸付事業

介護予防事業、包括的支援事業　等


